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lF0g 日本版 LLP/LLC を中心としたコンテンツ 産業における 

事業組織の考察 

0 生貝直人 ( 東大情報学 / 慶 鷹犬 SFC 研 ) , 
金 正勲 ( 慶 樵人デジタルメディア・コンテンツ 統合研究機構 ) 

概要 

現在、 日本版 LLP( 有限責任事業組合 ) 億 LLC( 合同会社 ) の導入が日本におけるコンテンツ 産業の発展を 促 

すものとして 注目されているが、 コンテンツ産業がコンテンツという 特殊な財を扱う 点を考慮し、 株式会 

社 、 非営利組織 (NPO) 、 相互会社・組合などのその 他の事業体と 比較した上での LLP/LL 』 C の利点及び 欠 

点を経済学のフレームワークを 利用して理論的に 考察する。 また、 その考察の結果および 市場と組織の 間 

題を匿名・ 顕 名の軸から考察した 結果を元に、 LLP/LLC が日本においてコンテンツ 産業の振興に 有効に機 

能するための 制度上の政策提言を 行う。 

■ LLP/LLC の概要 

Ll 」 P 肛工 C は、 2005 年の民法改正により 導入さ 

れる新たな事業形態であ る l 。 LLP は「有限責任 事 

葉 組合 (Limi 掩 d  Liability  Pa れ ne 旛 Ⅲ p) 」、 LLC  は 

「合同会社 (Limi ㏄ dLiabilityCompaW) 」の略称 

であ り、 本稿ではその 特徴から主に LLP を対象と 

する。 

株式会社などの 他の事業形態と 比較した際の 

LLP の特徴としては、 主に以下の 4 点、 を挙げるこ 

とができる。 
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株式会社の設立に 12 ステップ必要・であ るのに 対 

し 、 LL 」 P は 4 ステップで設立が 可能。 

②
 
内部規則を柔軟に 決めることができる 

収益の配分、 内部組織といった 内部規制を柔軟 

1 制度の詳細については、 経済産業省による 以下の 
資料を参照。 「有限責任事業組合 (LLP) 制度の 
創設について」 
httpv/www.meti.go.jp/poli 雙 /p ㏄ nomi Ⅰ Ogamizati 
on/llp_Seido.h も ml 

に 決定することができる。 たとえば通常の 会社形 

態では利益の 配分は出資比率によってのみ 規定さ 

れるためノウハウや 知的財産を提供した 者に適切 

に報いることが 難しいが、 LLP では法律に制限さ 

れることなく 構成員の合意により 配分規則を定め 

ることができる。 

③ パススル一課税 

株式会社や有限会社といった 法人形態が法人課 

税干出資者への 配分時の課税という 二重の課税を 

受けるのに対し、 課税は配分時のみ 行われる。 

④ 有限責任 

通常の民法上の 組合と異なり、 ( 債務に対して 個 

人保証をしない 限り ) 出資者の責任は 出資額に限 

定される。 

LLP 制度の目的は、 創業の活性化、 事業者や各 

分野の専門人材が 連携して行う 共同事業 ( ジョイ 

ント・ベンチヤ 一 ) の振興を行うことであ る。 た 

とえば、 アニメ映画を 製作する場合、 アニメプロ 

ダクション、 映画会社、 広告代理店、 テレビ会社、 

一 292 一 



出版社といった 多様な主体が 作品ごとに柔軟にパ 

ートナーシップ 事業を起こすことを 容易にするこ 

とにより、 コンテンツ産業の 活性化の起爆剤にな 

るという期待がされている。 2000 年に LLP 制度 

を創設したイギリスでは、 会計や法律、 コンテン 

、 ソ といった専門人材が 必要とされる 分野を中心に 

1 万件を超える LL 」 P が創設されている。 

LLP 制度の活用が 期待される分野としては 映画 

やアニメ、 ソフトウェアの 専門人材集団といった 

コンテンツ産業の 他に企業同士の 共同研究開発、 

産学連携といった 各分野が挙げられているが、 本 

稿においては 特にコンテンツ 産業の発展における 

LLP の有効性を検討する。 

■多様な事業形態とその 共 特約・適時的構造 

それでは、 LL 」 P の持つ事業形態としての 特性は 

どういうものか。 他の事業形態との 比較の観点か 

ら LLP  の特性の分析を 行うため、 

Hansmann(2000) による分析を 紹介する。 

HansmaIm の議論は、 一般的な経済学及び 経済 

議論の中では 資本の提供者が 企業の所有権 2 を持っ 

株式会社形態が 最も一般的で 排他的であ ると言わ 

れているにも 関わらず、 現実の経済では 

pa 「 tnership ( 組合 ) や NPO ( 非営利組織 ) とぃ 

った 多様な事業形態が 存在し、 選択されているの 

はなぜかという 問題意識から 始まる。 そして、 ミ 

クロ経済学における 契約理論のフレームワークを 

用いて、 株式会社以外の 形態を利用している、 あ 

るぃ は利用されることの 多い事業分野の 特性と照 

らし合わせ、 なぜ各事業分野でそうした 事業形態 

が採用されているかの 分析を行 う 。 

まず、 現在資本主義経済で 利用されている 事業 

形態を①提供者によって 所有される企業②消費者 

2 ここでいう企業の 所有権 とは、 ①組織の形式的な 

コントロール 権 を持つこと、 ②企業が関係者への 

あ らゆる支払を 行った後に残る 残余利益の請求権 

の 2 点を持つことを 指 す 。 

によって所有される 企業③非営利組織・ 中立組織 

の三つに分類し、 それぞれの特徴とその 形態が各 

事業分野で利用されている 理由を示している。 

その中で、 「提供者によって 所有される企業」の 

中に位置づけられる pa Ⅱ ners ㎡ D7 組合方式は 、 契 

純理論をべ ー スとした契約のコスト 分析に重点を 

置き、 「市場を利用した 雇用契約方式で 労働者を確 

保することが 困難であ る場合と産業」で 多く利用 

されるとし、 特に法律や会計士、 クリエイター と 

いった専門人材同士の 事業団体に採用され・ること 

が多く見られるとする。 

コンテンツ産業における 雇用契約の困難さは 

Caves(2000,2003) に詳しく、 Caves はコンテンツ 

産業においては①アウトプットから 生まれる収益 

の 不確実性②クリエイタ 一のアウトプットの 利用 

方法に対するこだわりという 二つの要因が 通常の 

雇用契約を難しくしているとする。 それによって、 

コンテンツ産業における 事業形態は比較的短期的 

な雇用契約や 組合方式が多く 利用される。 

■コンテンツ 産業の労働市場 

次に、 コンデンツ産業の 特性が他の産業と 比較 

した際に事業形態の 選択に影響を 及ぼす点を考察 

する。 コンテンツ産業は、 そのアウトプットがい 

わゆる情報 財 であ るという特殊性などから、 事業 

形態、 及 び 産業組織の点でも 通常の物射を 扱 う 産 

業とは大きく 異なる。 

コンテンツ産業の 事業形態にとって 最も重要な 

点は 、 労働市場の流動性の 高さであ る 3 。 その理由 

としては、 映画や グ 一ムといったコンテンツを 製 

作する際にはそれぞれがプロジェクトベースで 行 

われる事が多いこと、 作品ごとに求められる 人 

材・能力が大きく 異なることが 挙げられる。 また、 

労働市場の流動性という 観点とは異なるが、 たと 

えば映画を作製、 配布、 グッズなどにマルチ 展開 

，労働政策研究・ 研修機構 (2005) 第二章を参照。 
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する際にはその 作品ごとにことなる 流通・プロダ 

クション・広告代理店と 契約を結ぶことが 多いた 

め、 組織間の短期的なプロジェクトとして 柔軟な 

製作・配布が 行われることが 多い。 

このような点から、 LLP という事業形態は 、 設 

立の容易さ、 内部組織の柔軟性という 点で流動，性 

の高い専門人材が 事業を行 う コンテンツ産業に 適 

した事業形態であ るといえるだろう。 実際に米国 

のハリウッドでは 映画の製作にあ たっては LLP や 

LLC といった携帯が 多く利用されている。 

■コンテンツ 産業に適した 事業形態 

しかし、 LLP の導入は果たしてそれ 自体がコン 

テンツ産業の 活性化を可能とするだろうか。 ここ 

でコンテンツ 産業の特性を 深く掘り下げるために、 

組織と市場という 経済学における 伝統的な問題を 

考えてみたい。 

組織と市場の 違いとは一体何か、 そしてその境 

界はどのように 生まれるかという 問題は、 

Orga ㎡ zationEconomjcs の領域で Coase(1937) 以 

来、 Mile 「 omandR 仙 e れ s(1992) に至るまで綿々と 

議論が続けられてきている。 その一つの緒論は 、 

最も社会における 取引費用が節約されるかたちで 

組織と市場は 生成されるというものであ る。 

これに対し、 東 (2005) は匿名と題名という 新たな 

切り口から問題提起を 行 う 。 インターネット 上に 

おける消費市場の 問題を例に、 歴史的に顕者とは 

組織 ( コミュニティ ) の間 題 であ り、 匿名とは市 

場の問題であ ったとする。 たとえぱあ る組織・ コ 

ミュニティ内で 物事を政治的に 決定するであ ると 

か、 何かについて 合意形成・意思決定をするとき 

には顕 在 で議論ずることはできない。 これに対し 

て、 市場で製品やサービスを 提供・消費する 場合 

は匿名でも問題ないであ ろう、 というあ る種の バ 

ランスが保たれてきた。 現代代ではインターネ、 ッ 

ト という全ての 市場をコミュニティに 囲い込むこ 

とが可能な技術が 生まれたために、 そのバランス、 

組織・コミュニティと 市場の境界が 崩れ始めてお 

り、 再定義の検討が 必要だとしている。 これは非 

常に重要な議論で、 今後の組織と 市場のあ り方の 

議論に大きな 示唆を与えることだろう。 

しかしここで、 労働者にとって 市場と組織とは 

どういうものであ るかという労働市場の 観点から 

考えたときに、 東の議論とはあ る種正反対の「組 

織・コミュニティ = 匿名」、 「市場二頭 名 」という 

事象が観察できる。 

それは以下の 命題によって 示される。 

  組織で労働者が 働くということは、 市場に対 

し匿名でアウトプットを 出すことを基本的に 

要請される (= 市場から個人が 直接は評価さ 

れにくい ) 。 そのかわりに、 組織に守ってもら 

ぅ ことができる。 

  市場で労働者が 働くということは、 組織に守 

ってもら ぅ ことができな し 、 かわりに、 市場に 

対し顕者 で アウトプットを 出すことができる 

(= 市場から個人が 直接評価されることがで 

きる ) 。 

これは組織や 市場の性質によって 程度の差はあ 

るが、 基本的にこのような 図式であ ると考えるこ 

とができょ ぅ 4 。 市場で働く労働者は、 「この人間は 

こ う い う 能力を持っている」というシバナルを 労 

働市場に対し 強力に発信することによって、 次の 

仕事に効率的にあ りつくことができるため、 流動 

的な雇用環境に 強みを発揮する。 

ここで問題になるのが、 コンテンツ産業の 労働 

市場であ る。 コンテンツ産業というものはアウト 

プットを出すにあ たり、 先に述べた通り 比較的短 

期的な契約と 流動的な労働市場が 主流であ ること 

が知られており、 多くの クリエ イターは上の 分類 

4 たとえば大学の 研究者は、 大学という組織に 所属 
しながら論文や 著書によって 直接的に市場から 評 
価を受けることが 可能であ る。 
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で 言えば市場の 中の個人、 即ち組織の庇護を 受け 

ない市場のプレイヤ 一だと言 う ことができる。 

LLP の活用は、 こうした流動性をより 高めるであ 

ヌ ーコフ 

しかしそうした クリエ イターが、 市場のプレイ 

ヤーとして市場から 直接的な評価を 受けているか 

といえば、 実際はそうでないケースが 多い。 たと 

えばアニメ作品一つを 作るにあ たっては多くのク 

リエイターが 参加するものであ り、 その中には「 キ 

ャ ラクタ一の微妙な 線を書くのが 上手な人 J 、 「脇 

役の名前を付けるのが 上手な人Ⅰといった、 市場 

から直接評価されにくいが 重要な仕事をしている 

人間が存在する。 

こうした、 「組織に守られず、 かつ市場の評価も 

受けることができない」という 二重の不幸が、 現 

在コンテンツ 産業に所属する クリエ イターたちの 

生活を比較的金銭的に 苦しいものとしている 原因 

であ るということが 言えよう。 

政府の知的財産戦略会議の 中でも クリエ イター 

の 地位向上は重要な 課題の一 つに 挙げられている 

が、 この問題を解決するためにはたとえば「この 

クリエ イターはこのような 能力に秀でている」と 

いうことを示す 細かな資格制度の 充実などの方法 

が 考えられる。 

■結論 

ここから言えることは、 LLP 制度の導入により 

事業者間の柔軟なパートナーシップが 可能になっ 

たとしても、 労働市場の効率性を 上昇させるその 

他の制度なしでは LLP の有効性は必ずしも 発揮さ 

れないということであ る。 政策として特定の 制度 

を導入して問題解決を 図るためには、 他の ( 有形・ 

無形の ) 制度との相互補完性を 重視する必要があ 

ることは青木 (2001) らによる比較制度分析により 

よく知られている。 

また、 ここまでコンテンツ 産業に対象を 絞って 

きたが、 同様のことは LLP を活用した研究者同士 

の 共同研究開発にも 当てはめることができる。 松 

尾池 (2005) による、 研究業績のみならず 所属機関や 

人的関係をも 含めた研究者 ネ、 ッ トワークの抽出は   

情報技術を利用して 労働市場の効率性を 向上させ 

る 一つの手段となろ フ 。 
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